
40

税・産業・雇用税・産業・雇用

税
筑
波
銀
行
窓
口
で

一
部
の
納
付
書
に
よ
る

納
付
が
で
き
な
く
な
り
ま
す

ID 1035532
　
４
月
か
ら
、
筑
波
銀
行
窓
口
で
、
QR

コ
ー
ド
が
付
さ
れ
て
い
な
い
納
付
書
に

よ
る
納
付
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

　
口
座
振
替
に
よ
る
納
付
は
引
き
続
き

利
用
で
き
ま
す
の
で
、
便
利
な
口
座
振

替
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

▼
そ
の
他　
詳
し
く
は
、出
納
室
☎（
632
） 

２
７
７
７
へ
。

公
的
年
金
か
ら
の

市
民
税
・
県
民
税
の
特
別
徴
収

ID 1003629
　
65
歳
以
上
の
人
で
公
的
年
金
収
入
に

市
民
税
・
県
民
税
が
課
税
さ
れ
る
場
合

は
、
年
６
回
に
分
け
て
、
年
金
支
払
額

か
ら
税
額
を
引
き
落
と
し（
特
別
徴
収
）

し
ま
す
。

▼
4
～
8
月
は
仮
徴
収　
令
和
５
年
度

の
公
的
年
金
に
関
す
る
年
税
額
の
2
分
の

1
の
額
を
3
回
に
分
け
て
、
4
・
6
・
8

月
支
給
の
年
金
か
ら
引
き
落
と
し
し
ま
す
。

▼
10
月
～
令
和
７
年
２
月
は
本
徴
収

公
的
年
金
に
関
す
る
税
額
か
ら
仮
徴
収

税
額
を
差
し
引
い
た
残
り
の
額
を
３
回
に

分
け
て
、
10
・
12
月
・
令
和
７
年
2
月

支
給
の
年
金
か
ら
引
き
落
と
し
し
ま
す
。

▼
令
和
６
年
度
か
ら
新
規
対
象
と
な
る

人　
令
和
５
年
４
月
２
日
～
令
和
６
年

４
月
１
日
に
65
歳
に
な
っ
た
人
は
、
10

月
か
ら
引
き
落
と
し
し
ま
す
（
６・
８

月
は
納
付
書
ま
た
は
口
座
振
替
で
納
め

て
い
た
だ
き
ま
す
）。

問
市
民
税
課
☎（
632
）２
２
１
７

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の

納
税
通
知
書
を
発
送

ID 1003638
　
納
税
通
知
書
と
一
緒
に
発
送
し
た
課

税
資
産
明
細
書
に
は
、
課
税
し
て
い
る

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の
内
容
を

記
載
し
て
い
ま
す
。
な
お
、
第
１
期
の

納
期
限
は
４
月
30
日
で
す
。

■
固
定
資
産
税
の
縦
覧

▼
期
間　
４
月
30
日
ま
で
の
月
～
金
曜

日
、
午
前
8
時
30
分
～
午
後
７
時
。

▼
場
所　
資
産
税
課（
市
役
所
２
階
）。

▼
内
容　
土
地
価
格
等
縦
覧
帳
簿
、
家

屋
価
格
等
縦
覧
帳
簿
の
閲
覧
。

▼
対
象　
市
内
の
土
地
や
家
屋
に
対
し

て
固
定
資
産
税
が
課
税
さ
れ
る
人
。

▼
持
ち
物　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
・ 

運
転
免
許
証
な
ど
本
人
確
認
が
で
き
る

書
類
。
代
理
人
や
法
人
は
委
任
状
（
法

人
は
法
人
登
録
印
を
押
印
）。

▼
そ
の
他　
自
己
の
資
産
が
記
載
さ
れ

た
固
定
資
産
課
税
台
帳
は
、
縦
覧
期
間

中
に
限
り
無
料
で
閲
覧
で
き
ま
す
。
た

だ
し
、
複
写
代
は
１
枚
10
円
。

問
資
産
税
課
☎（
632
）２
２
４
３

産
　
業

保
育
課
業
務
送
付
用
封
筒
の

有
料
広
告
を
募
集
し
ま
す

ID 1013754▼
掲
出
場
所　
窓
付
き
封
筒
の
裏
面
。

▼
募
集
枠　
１
枠
。

▼
規
格　
A4
版
＝
縦
70
㎜
×
横
170
㎜
、

１
色
刷
り
。

▼
印
刷
枚
数　
約
８
万
１
０
０
０
枚
。

▼
最
低
入
札
価
格（
税
込
）　
１
枠
８
万 

９
１
０
０
円
。

▼
申
込
期
限　
５
月
10
日
（
必
着
）。

▼
申
込
方
法　
保
育
課（
市
役
所
２
階
）

に
置
い
て
あ
る
申
込
書
（
市

か
ら
も

取
り
出
し
可
）
に
必
要
事
項
を
書
き
、

見
積
書
・
広
告
の
原
稿
・
会
社
概
要
（
法

人
の
場
合
）
を
添
え
て
、
直
接
ま
た
は

郵
送
（
簡
易
書
留
）
で
、
〒
320－

8540
市

役
所
保
育
課
☎（
632
）２
３
９
３
へ
。

４
月
か
ら
事
業
者
の

「
合
理
的
配
慮
の
提
供
」
が
、

義
務
化
さ
れ
ま
し
た

ID
　
令
和
３
年
５
月
に
障
害
者
差
別
解
消

法
が
改
正
さ
れ
、
令
和
６
年
４
月
か
ら

事
業
者
の
「
合
理
的
配
慮
の
提
供
」
が
、

義
務
化
さ
れ
ま
し
た
。

　
「
合
理
的
配
慮
の
提
供
」
と
は
、
障

が
い
の
あ
る
人
か
ら
「
社
会
の
中
に
あ

る
バ
リ
ア
（
障
壁
）
を
取
り
除
く
た
め

に
何
ら
か
の
対
応
が
必
要
」
と
の
意
思

が
伝
え
ら
れ
た
と
き
に
、
事
業
者
や
行
URL1　https://www.cao.go.jp

ホームページから
市税などの口座振替申込が
できるようになります
▼�申し込みができるもの　①市民税・県民税（普
通徴収）②固定資産税・都市計画税（土地・家屋）
③固定資産税（償却資産）④軽自動車税（種別割）
⑤国民健康保険税⑥後期高齢者医療保険料⑦
介護保険料⑧保育料（利用者負担額）⑨母子
父子寡婦福祉資金償還金⑩墓園共用施設管理
手数料⑪市営住宅使用料⑫市営住宅専用駐車
場使用料⑬奨学金返還金⑭上下水道料金。
▼受付開始日・金融機関　表の通り。
受付開始日 金融機関

4月1日

足利銀行、みずほ銀行、りそな銀行、
埼玉りそな銀行、山形銀行、東邦銀
行、群馬銀行、常陽銀行、筑波銀行、
大東銀行、栃木銀行、東日本銀行、
中央労働金庫、宇都宮農業協同組合、
ゆうちょ銀行、P

ペ イ
ay P

ペ イ
ay 銀行

4月 2日 栃木信用金庫、鹿沼相互信用金庫、烏 
山信用金庫

▼申込方法　市 からオンラインで申し込み。
▼�その他　詳しくは、各問い合わせ先へお問い
合わせください。
問①～④納税課☎（632）2189⑤保険年金課
☎（632）2330⑥保険年金課☎（632）2307⑦
高齢福祉課☎（632）2909⑧保育課☎（632）
2322⑨子ども政策課☎（632）2389⑩生活安
心課☎（632）2819⑪⑫住宅政策課☎（632）
2555⑬教育企画課☎（632）2705⑭上下水道
局お客さま受付センター☎（633）1300

ID 1033542



41 本文中に記載がないものは、原則として、対象＝どなたでも、費用＝無料、申込＝不要。 ＝地区市民センター、 ＝出張所、
＝生涯学習センター、 ＝申込時に記載する基本項目は、催し名・郵便番号・住所・氏名・ふりがな・電話番号・人数。

特
　
集

健
康
・
福
祉

国
保
・
年
金

暮
ら
し・住
ま
い

環
境・安
全

文
化
・
教
養

ス
ポ
ー
ツ

相
　
談

情
報
ひ
ろ
ば

税
・
産
業
・
雇
用

子
ど
も
・
子
育
て

教
室
・
講
座催

し

政
機
関
な
ど
が
、
負
担
が
重
す
ぎ
な
い

範
囲
で
、
車
い
す
の
利
用
者
を
ス
ロ
ー

プ
で
補
助
す
る
な
ど
、
必
要
か
つ
合
理

的
な
対
応
を
行
う
こ
と
で
す
。

　
「
合
理
的
配
慮
の
提
供
」
に
当
た
っ

て
は
、障
が
い
の
あ
る
人
と
事
業
者
が
、

共
に
対
応
案
を
検
討
す
る
こ
と
が
重
要

で
す
。

　
詳
し
く
は
、内
閣
府
URL1

を
ご
覧
に
な

る
か
、
障
が
い
福
祉
課
☎（
632
）２
６
７ 

３
へ
。マ

ン
シ
ョ
ン
管
理

フ
ォ
ー
ラ
ム
・
無
料
相
談
会

▼
日
時　

４
月
13
日（
土
）午
後
１
時

30
分
～
４
時
。

▼
会
場　
市
文
化
会
館（
明
保
野
町
）。

▼
内
容　
大
規
模
修
繕
の
進
め
方
な
ど

に
つ
い
て
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
組
合
役

員
な
ど
で
、
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
に
関
心

と
問
題
意
識
を
持
っ
て
い
る
人
に
よ
る

意
見
交
換
を
兼
ね
た
交
流
会
や
、
マ
ン

シ
ョ
ン
管
理
士
に
よ
る
個
別
相
談
。

問
県
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
士
会
☎
090（
６ 

７
９
１
）９
９
０
５
、
住
宅
政
策
課
☎

（
632
）２
５
５
２

小
規
模
工
事
等
契
約
希
望
者

登
録
名
簿
の
登
録
申
請
を

随
時
受
け
付
け
ま
す

ID 1006681▼
登
録
期
間　
令
和
６・７
年
度
。

▼
対
象
者　
入
札
参
加
有
資
格
者
名
簿

（
建
設
工
事
）
に
登
録
さ
れ
て
い
な
い

事
業
者
で
、
小
規
模
な
工
事
や
修
繕
な

ど
の
受
注
・
施
工
を
希
望
す
る
事
業
者
。

▼
受
付
期
限　
令
和
７
年
12
月
15
日

（
消
印
有
効
）。

▼
申
込
方
法　
契
約
課（
市
役
所
５
階
）

に
置
い
て
あ
る
申
請
書
（
市

か
ら
も

取
り
出
し
可
）
に
必
要
事
項
を
書
き
、

直
接
ま
た
は
郵
送
で
、
〒
320－
8540
市
役

所
契
約
課
へ
。

▼
そ
の
他　
登
録
要
件
な
ど
、
詳
し
く

は
、
市

ま
た
は
契
約
課
に
置
い
て
あ

る
登
録
案
内
（
市

か
ら
も
閲
覧
可
）

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

問
契
約
課
☎（
632
）２
１
６
５

農
作
物
の
作
付
状
況
の

現
地
確
認
を
実
施
し
て
い
ま
す

ID 1027692
　
農
業
者
に
対
す
る
交
付
金
を
適
正
に

交
付
す
る
た
め
、
市
農
業
再
生
協
議
会

で
、
対
象
と
な
る
農
作
物
の
作
付
状
況

の
現
地
確
認
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

　
「
現
地
確
認
中
」と
表
記
し
た
黄
色
の 

腕
章
を
着
用
し
た
担
当
者
が
、
宅
地
な

ど
に
隣
接
し
た
農
地
に
立
ち
入
る
場
合

も
あ
り
ま
す
の
で
、
ご
理
解
ご
協
力
を

お
願
い
し
ま
す
。

▼
実
施
期
間　
通
年
。

▼
実
施
場
所　
市
内
全
域
の
農
地
。

▼
そ
の
他　
作
付
面
積
を
メ
ジ
ャ
ー
で

計
測
し
た
り
、
農
地
や
農
作
物
の
写
真

を
撮
影
し
た
り
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

問
農
林
生
産
流
通
課
☎（
632
）２
４
５
８

危
険
物
取
扱
者
試
験
と

講
習
会
を
実
施
し
ま
す

ID 10303741
危
険
物
取
扱
者
試
験

▼
試
験
日
時　
６
月
９
日（
日
）午
前
９

時
～
。

▼
会
場　
作
新
学
院
高
等
学
校
（
一
の

沢
１
丁
目
）。

▼
試
験
の
種
類　
甲
種
、
乙
種
第
１
～

６
類
、
丙
種
。

▼
試
験
手
数
料　
甲
種=

６
６
０
０
円
、 

乙
種=

４
６
０
０
円
、
丙
種=

３
７
０ 

０
円
。

▼
申
請
期
間　
４
月
８
～
19
日
。

2
準
備
講
習
会
（
模
擬
試
験
あ
り
）

▼
日
時　
①
５
月
18
日（
土
）②
５
月
21 

日（
火
）、
午
前
９
時
40
分
～
。

▼
会
場　
①
清
原
工
業
団
地
管
理
セ
ン

タ
ー
（
清
原
工
業
団
地
）
②
東
消
防
署

（
中
今
泉
５
丁
目
）。

▼
費
用　
７
７
０
０
円（
受
講
料
）。
宇 

都
宮
危
険
物
保
安
協
会
会
員
事
業
所
は

補
助
金
の
申
請
が
可
能
で
す
。

■
そ
の
他　
申
込
方
法
な
ど
、
詳
し
く

は
、
各
問
い
合
わ
せ
先
へ
。

問
1
消
防
試
験
研
究
セ
ン
タ
ー
☎（
624
） 

１
０
２
２
2
県
危
険
物
保
安
協
会
☎（
622
） 

０
４
３
８
、
消
防
局
予
防
課
☎（
625
）５ 

５
０
７

給電性能を備えたEV、B
ベ ム ス
EMSの

導入に係る費用を補助
問環境創造課☎（632）2403

　本市の事業者における脱炭素化を促進するとと
もに、エネルギー消費量の「見える化」による
エネルギー消費量の削減に寄与することを目的
に、中小企業等に対して、給電性能を備えたEV、
BEMS（ビル･エネルギー管理システム）の導入に
係る費用の一部を補助します。
■要件
　環境マネジメントに係る認証や脱炭素経営に係
る認定を受け、運用していること。
▼�例　ISO14001認証、エコアクション21、E

エ コ
CO

うつのみや21、中小企業向けSBT認定、エコキー
パー事業所認定など。
■受付開始　５月13日。
■補助対象機器・補助額　下の表の通り。
補助対象機器 補助額
給電性能を
備えたＥＶ 20万円／件（上限５台）
ＢＥＭＳ 補助対象経費の2分の1（上限50万円）

■補助対象者　令和６年４月１日～令和７年３月
31日に対象機器の導入に係る契約を締結する中小
企業者など。
■その他　国や県の補助と併用も可能です。詳し
くは、市 をご覧になるか、環境創造課へ。

事業者向け！

ID 1035404


